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40401
土地の計画的
な利用の促進

県土有効利用事業費 国土利用計画費 651 651

（１）三重県国土利用計画の管理運営国土
利用計画法により作成が義務付けられ、
土地利用関連諸施策が適正に行われるよ
う、平成20年度に策定した三重県国土利
用計画の管理運営を行う。（２）市町計画
の策定及び管理運営の指導国土利用計
画法第８条により策定が義務付けられて
いる市町計画について、策定及び管理運
営の指導を行う。（３）土地利用現況調査
地目別面積及び公共施設用地面積を把
握する。

政策部
政策部（政策総
務）

40401
土地の計画的
な利用の促進

県土有効利用事業費 土地利用基本計画費 1,564 1,558

三重県土地利用基本計画の変更国土利
用計画法第９条により義務付けられている
同計画について、各地域の変更計画の策
定を行う。なお、同計画の変更には「三重
県国土利用計画審議会」の承認が必要と
される。

政策部
政策部（政策総
務）

40401
土地の計画的
な利用の促進

県土有効利用事業費 土地取引届出勧告事務費 6,050 6,050

（１）国土利用計画法に基づき、土地取引
届出書の審査や無届土地取引調査などを
行い、適正な土地利用を図る。（２）遊休土
地の実態調査を行う。（３）市町が行う国土
利用計画法に基づく事業に対し、事務費
交付金を交付する。

政策部
政策部（政策総
務）

40401
土地の計画的
な利用の促進

県土基礎調査推進事業費 地籍調査費負担金 181,641 60,547

国土の開発及び保全並びに、高度化に資
するため、地籍の明確化を図ることとし、
国土調査促進特別措置法に基づき、伊賀
市他17市町の地籍調査を実施する。・事
業実施期間、全体計画及び年次計画第5
次10カ年計画（H12̃H21）県計画面積428ｋ
㎡

政策部
政策部（政策総
務）

40401
土地の計画的
な利用の促進

県土基礎調査推進事業費 地籍調査協会等負担金 30 30
地籍調査事業を推進するため、三重県国
土調査推進協議会へ負担金を支払う

政策部
政策部（政策総
務）
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40401
土地の計画的
な利用の促進

県土基礎調査推進事業費 国土調査事業費 2,054 1,188

国土調査促進特別措置法に基づく地籍調
査を実施する伊賀市他17市町の指導と、
県内未実施市町に対して研修等による啓
発をはかる。・事業実施期間、全体計画及
び年次計画第5次10カ年計画（H12̃H21）
県計画面積428ｋ㎡

政策部
政策部（政策総
務）

40401
土地の計画的
な利用の促進

県土基礎調査推進事業費 地価調査費 34,084 34,060
（１）県内全域の基準となる地点の地価調
査を実施する（２）不動産鑑定業の指導監
督を行う

政策部
政策部（政策総
務）

40401
土地の計画的
な利用の促進

県土基礎調査推進事業費
地籍調査促進緊急雇用創
出事業費

12,200 0
一筆地調査を実施する団体が行う、地図・
登記簿の調査、現地の草刈り及び地元説
明会の開催に係る作業等を支援する。

政策部
政策部（政策総
務）

40401
土地の計画的
な利用の促進

公有財産管理費 公有財産管理事務費 2,566 -7,443

道路の新設改良、河川改修または海岸堤
防の新設により発生した廃道・廃川・廃浜
敷等の普通財産の管理・処分及び国土交
通省所管法定外公共用財産の適正な管
理を行います。

県土整備部
県土整備部（公
共用地）

40401
土地の計画的
な利用の促進

公有財産管理費 公有財産管理関係事務費 82,574 82,574
公有財産の管理等にかかる管理嘱託員
の人件費等

県土整備部
県土整備部（公
共用地）

40401
土地の計画的
な利用の促進

公有地拡大推進法施行費
公有地拡大推進法施行事
務費

54 54

公有地の拡大の推進に関する法律第２章
にかかる都市計画区域内の土地及び都
市計画施設の区域内の土地の先買いに
関する事務（届け出・申出）を処理する。

県土整備部
県土整備部（公
共用地）


